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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第43期

第２四半期連結
累計期間

第44期
第２四半期連結
累計期間

第43期
第２四半期連結
会計期間

第44期
第２四半期連結
会計期間

第43期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 10,854,8329,089,9438,978,2826,944,06315,537,213

経常利益 (千円) 1,720,093592,8172,089,4881,034,638578,777

四半期(当期)純利益 (千円) 1,137,404322,0841,535,559783,282 412,942

純資産額 (千円) ― ― 12,218,18111,700,04611,490,549

総資産額 (千円) ― ― 21,970,65419,787,09421,677,904

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,711.141,638.601,609.23

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 159.29 45.11 215.05 109.70 57.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 55.6 59.1 53.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 4,917,3873,073,895 ― ― 1,104,362

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,040△210,203 ― ― △186,132

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,586,049△2,111,954 ― ― △784,391

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,127,0711,777,0061,025,813

従業員数 (名) ― ― 973 966 968

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第43期第２四半期連結累計(会計)期間及び第44期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
966
(239)

(注) １　従業員数は就業人員であります。嘱託・顧問(50名)は含んでおりません。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
844
(215)

(注) １　従業員数は就業人員であります。嘱託・顧問(42名)は含んでおりません。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。なお、前年同四半期比につきましては、前年同四半期と比較し実質的にセグ

メント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載しており

ます。

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

環境コンサルタント事業   

環境アセスメント及び環境計画部門 270,573 63.1

環境生物部門 311,233 85.9

数値解析部門 43,771 45.6

調査部門 544,824 112.0

環境化学部門 337,563 101.7

気象・沿岸部門 89,673 132.8

建設コンサルタント事業   

河川部門 404,025 76.5

水工部門 321,090 109.8

道路部門 152,768 74.3

橋梁部門 207,115 72.4

情報システム事業 83,660 81.1

不動産事業 42,754 77.1

合計 2,809,056 86.6

(注) １　金額は販売価格で表示しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

環境コンサルタント事業     

環境アセスメント及び
環境計画部門

506,860 90.8 800,852 64.0

環境生物部門 678,142 96.7 999,385 103.3

数値解析部門 28,044 31.6 114,000 52.3

調査部門 1,198,892 122.8 1,406,028 105.1

環境化学部門 631,246 95.3 761,066 91.5

気象・沿岸部門 66,715 90.2 64,645 146.0

建設コンサルタント事業     

河川部門 668,922 123.7 1,035,203 98.5

水工部門 276,453 139.5 732,564 101.1

道路部門 304,035 116.4 370,679 74.2

橋梁部門 173,025 111.9 395,661 51.2

情報システム事業 152,902 70.8 149,380 79.2

合計 4,685,240 105.7 6,829,468 86.6

(注) １　金額は受注契約金額で表示しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

環境コンサルタント事業   

環境アセスメント及び環境計画部門 934,687 99.7

環境生物部門 778,778 65.0

数値解析部門 254,168 72.9

調査部門 1,437,480 94.9

環境化学部門 663,772 90.6

気象・沿岸部門 104,300 110.6

建設コンサルタント事業   

河川部門 1,060,075 57.9

水工部門 570,291 51.7

道路部門 395,026 85.1

橋梁部門 542,870 111.6

情報システム事業 159,856 75.2

不動産事業 42,754 77.1

合計 6,944,063 77.3

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結会計期間

の業績には季節的変動があります。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
 

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

国土交通省 4,758,673 53.0 2,860,109 41.2

環境省 ― ― 706,787 10.2

(注)　前第２四半期連結会計期間については、当該割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。
 
４　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を受け大幅に悪化したものの、サプラ

イチェーンの復旧による生産・輸出の持ち直しなどにより、回復に向けた兆しが見られはじめました。しかしな

がら、電力供給問題をはじめとする原子力発電所事故の影響や海外経済の減速懸念などにより、景気の先行きは

依然として予断を許さない状況が続いております。

官公庁からの受注依存度が高い当社グループにおいては、公共投資の縮減、価格競争の激化、契約形態の変更

等が継続する中で、極めて厳しい市場環境、受注環境が続きました。

このような状況のなか、当社グループの安定的な経営を行うために、平成22年から平成24年までの中期経営計

画を策定し、「イノベーションによる技術革新とムダ取り」を推進することにより、抜本的な経営改善・経営改

革に取り組んでおります。平成23年には、特に「市場創成と新規事業の展開」を強力に推進し、強い経営体質の

構築と安定的な成長を目指しております。

また、当社は、安全・安心で快適な社会の持続的発展と健全で恵み豊かな環境の保全と継承を支える総合コン

サルタントとして、東日本大震災発生直後より官公庁からの要請を受け、被災地へ専門の技術者を派遣するとと

もに復興事業推進本部を設置し、被災地の早期復旧・復興、安全・安心の確保のために全社一丸となって支援し

ております。

当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日～平成23年６月30日)における連結業績は、受注高46億８千５

百万円(前年同四半期比5.7％増)、売上高は69億４千４百万円(前年同四半期比22.7％減)となり、通期予想売上

高137億円の50.7％を計上いたしました。これは当社グループの売上高が第２四半期に集中する季節変動特性を

有しているためであります。

また、工程管理の徹底、作業効率の向上等により外注費及び販売管理費の削減に努めましたが、売上高の減少

により、当第２四半期連結会計期間の営業利益は10億３千２百万円(前年同四半期比50.4％減)、経常利益は10億

３千４百万円(前年同四半期比50.5％減)、四半期純利益は７億８千３百万円(前年同四半期比49.0％減)となり

ました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

　平成20年３月21日)を適用しております。前年同四半期比につきましては、前年同四半期と比較し実質的にセグ

メント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載してお

ります。
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(環境コンサルタント事業)

同事業は、当社及び連結子会社３社(新日本環境調査㈱、沖縄環境調査㈱、東和環境科学㈱)が行っている事業

であり、環境アセスメント及び環境計画部門、環境生物部門、数値解析部門、調査部門、環境化学部門及び気象・

沿岸部門の６部門より構成されております。

売上高は41億７千３百万円(前年同四半期比13.5％減)、セグメント利益は４億８千７百万円(前年同四半期比

37.5％減)となりました。

 

(建設コンサルタント事業)

同事業は、河川部門、水工部門、道路部門、橋梁部門の４部門より構成されています。

売上高は25億６千８百万円(前年同四半期比33.9％減)、セグメント利益は４億９千９百万円(前年同四半期比

60.1％減)となりました。

 

(情報システム事業)

同事業は、システム開発及び画像解析等の事業を行いました。

売上高は１億５千９百万円(前年同四半期比24.8％減)、セグメント利益は７百万円(前年同四半期比359.8％

増)となりました。

 

(不動産事業)

同事業は、赤坂のオフィスビル、旧本社ビル等の不動産賃貸事業を行いました。

売上高は５千７百万円(前年同四半期比18.1％減)、セグメント利益は３千７百万円(前年同四半期比20.6％

減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

(資産)

資産合計は、前連結会計年度末と比べ18億９千万円減少し、197億８千７百万円となりました。流動資産につき

ましては、主に現金及び預金の増加７億５千１百万円、受取手形及び営業未収入金の減少９億２千４百万円、仕

掛品の減少16億２千万円により、前連結会計年度末に比べ17億８千１百万円減少し、46億１百万円となりまし

た。固定資産につきましては、主に建物の減少６千３百万円、有形固定資産その他の増加２億１千２百万円、繰延

税金資産の減少９千３百万円により、前連結会計年度末に比べ１億９百万円減少し、151億８千５百万円となり

ました。

(負債)

負債合計は、前連結会計年度末と比べ21億円減少し、80億８千７百万円となりました。流動負債につきまして

は、主に支払手形及び営業未払金の減少１億４千２百万円、短期借入金の減少21億３千２百万円により、前連結

会計年度末に比べ18億９千２百万円減少し、28億５千９百万円となりました。固定負債につきましては、主に社

債の増加２億８千６百万円、長期借入金の減少２億９百万円、退職給付引当金の減少１億５百万円、役員退職慰

労引当金の減少１億４千９百万円により、前連結会計年度末に比べ２億７百万円減少し、52億２千８百万円とな

りました。
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(純資産)

純資産につきましては、主に利益剰余金の増加２億３千２百万円により、前連結会計年度末に比べ２億９百万

円増加し、117億円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第１四半期連結会計期

間末に比べ３億５百万円増加(前年同四半期は、18億７千５百万円の増加)し、17億７千７百万円(前年同四半期

は、31億２千７百万円)となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果、得られた資金は35億３百万円(前年同四半期は、55億８

千７百万円の収入)となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益10億３千４百万円、非資金支出費

用である減価償却費１億２千２百万円、売上債権の減少８億７千８百万円、たな卸資産の減少27億９千７百万

円、仕入債務の減少３億９千６百万円、前受金の減少６億４千１百万円の計上によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、得られた資金は１億２百万円(前年同四半期は、１千９

百万円の支出)となりました。これは主として、その他の収入１億６千４百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は33億円(前年同四半期は、36億９千２百

万円の支出)となりました。これは主として、短期借入金の純減少額による支出30億円、長期借入金の返済による

支出１億７千６百万円、社債の償還による支出１億円によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当社グループにおける研究開発活動は、当社のみで行っております。

環境コンサルタント事業部門ではサンゴ幼生着床具種苗の安定生産技術の開発、湖沼・河川・汽水域を対象

とした３次元流動・水質・生態系シミュレーションモデルの開発等を、建設コンサルタント事業部門では道路

付属物の管理・補修計画支援ツールの開発等を、情報システム事業部門では次世代ユビキタスツールを活用し

た防災情報提供サービスの研究開発等を実施いたしました。当第２四半期連結会計期間における研究開発費の

総額は、１千２百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,499,025 7,499,025
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

(注)
単元株式数　100株

計 7,499,025 7,499,025 ― ―

(注) 普通株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 7,499,025 ― 3,173,236 ― 3,330,314
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(6) 【大株主の状況】

  平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

いであ従業員持株会 東京都世田谷区駒沢３丁目15番１号 835 11.13

新協栄管理株式会社 東京都世田谷区駒沢３丁目15番１号 409 5.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 352 4.69

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 279 3.72

髙　橋　登司子 東京都目黒区 277 3.70

進　藤　　　勉 神奈川県鎌倉市 237 3.16

田　畑　日出男 東京都大田区 178 2.37

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 165 2.20

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 161 2.15

諸　岡　嘉　男 茨城県稲敷市 139 1.86

計 ― 3,035 40.47

(注)  １　所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて記載しております。

２　上記のほか当社所有の自己株式358千株(4.78％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  

議決権制限株式(その他) ― ―  

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　358,700

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,133,200
71,332 同上

単元未満株式
普通株式

7,125
―

100株(１単元)未満の株式でありま
す。

発行済株式総数 7,499,025 ― ―

総株主の議決権 ― 71,332 ―

(注)  １　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれております。

２　単元未満株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
いであ株式会社

東京都世田谷区駒沢
３丁目15番１号

358,700 ― 358,700 4.78

計 ― 358,700 ― 358,700 4.78

(注)  所有株式数の割合は小数点以下第３位を切り捨てて記載しております。

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成23年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 395 393 476 1,297 939 778

最低(円) 352 353 285 491 610 666

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５  【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期

間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日か

ら平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四

半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人

和宏事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,777,006 1,025,813

受取手形及び営業未収入金 528,299 1,452,442

仕掛品 ※2
 1,962,109

※2
 3,582,322

繰延税金資産 158,035 188,625

その他 176,458 135,133

貸倒引当金 △493 △1,648

流動資産合計 4,601,416 6,382,689

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 4,943,672

※1
 5,007,488

土地 6,947,352 6,947,352

その他（純額） ※1
 705,730

※1
 492,738

有形固定資産合計 12,596,755 12,447,579

無形固定資産 135,094 136,328

投資その他の資産

投資有価証券 588,888 651,744

繰延税金資産 1,169,092 1,262,847

その他 711,798 811,778

貸倒引当金 △15,949 △15,063

投資その他の資産合計 2,453,829 2,711,307

固定資産合計 15,185,678 15,295,215

資産合計 19,787,094 21,677,904

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 342,846 485,196

短期借入金 231,808 2,364,608

1年内償還予定の社債 378,000 328,000

未払法人税等 156,585 141,501

賞与引当金 66,954 68,676

受注損失引当金 ※2
 74,292

※2
 30,984

建物等撤去引当金 35,852 35,852

その他 1,572,669 1,296,759

流動負債合計 2,859,010 4,751,578

固定負債

社債 1,250,000 964,000

長期借入金 848,954 1,058,658

退職給付引当金 2,745,299 2,850,982

役員退職慰労引当金 224,629 374,333

その他 159,153 187,801

固定負債合計 5,228,037 5,435,776

負債合計 8,087,047 10,187,355
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,173,236 3,173,236

資本剰余金 3,352,573 3,352,573

利益剰余金 5,376,723 5,143,893

自己株式 △138,917 △138,841

株主資本合計 11,763,615 11,530,862

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △62,630 △39,243

為替換算調整勘定 △937 △1,069

評価・換算差額等合計 △63,568 △40,312

純資産合計 11,700,046 11,490,549

負債純資産合計 19,787,094 21,677,904
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 10,854,832 9,089,943

売上原価 7,278,602 6,742,957

売上総利益 3,576,230 2,346,986

販売費及び一般管理費 ※1
 1,841,367

※1
 1,746,923

営業利益 1,734,862 600,062

営業外収益

受取利息 1,626 1,760

受取配当金 3,398 2,167

保険解約返戻金 6,992 20,751

受取保険金及び配当金 13,266 17,294

その他 11,573 10,236

営業外収益合計 36,858 52,210

営業外費用

支払利息 34,716 26,616

固定資産除却損 4,695 4,353

社債発行費 － 14,039

その他 12,215 14,445

営業外費用合計 51,627 59,455

経常利益 1,720,093 592,817

特別利益

投資有価証券売却益 － 28,463

固定資産売却益 10,534 －

特別利益合計 10,534 28,463

特別損失

投資有価証券評価損 1,323 31,336

特別損失合計 1,323 31,336

税金等調整前四半期純利益 1,729,304 589,943

法人税、住民税及び事業税 534,441 142,517

法人税等調整額 57,458 125,341

法人税等合計 591,900 267,858

少数株主損益調整前四半期純利益 － 322,084

四半期純利益 1,137,404 322,084
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 8,978,282 6,944,063

売上原価 5,918,757 5,016,027

売上総利益 3,059,524 1,928,036

販売費及び一般管理費 ※1
 977,702

※1
 895,373

営業利益 2,081,822 1,032,662

営業外収益

受取利息 932 918

受取配当金 2,393 1,686

保険解約返戻金 6,613 6,850

受取保険金及び配当金 13,266 9,609

その他 8,300 8,461

営業外収益合計 31,506 27,527

営業外費用

支払利息 15,200 11,438

固定資産除却損 1,175 2,608

借入金期限前返済清算金 － 7,555

その他 7,464 3,949

営業外費用合計 23,841 25,551

経常利益 2,089,488 1,034,638

特別利益

固定資産売却益 10,534 －

特別利益合計 10,534 －

特別損失

投資有価証券評価損 1,323 －

特別損失合計 1,323 －

税金等調整前四半期純利益 2,098,698 1,034,638

法人税、住民税及び事業税 508,199 109,975

法人税等調整額 54,939 141,380

法人税等合計 563,139 251,355

少数株主損益調整前四半期純利益 － 783,282

四半期純利益 1,535,559 783,282
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,729,304 589,943

減価償却費 301,438 263,438

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△115,110 △255,386

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,890 △1,721

受取利息及び受取配当金 △5,025 △3,928

支払利息 34,716 26,616

社債発行費 － 14,039

投資有価証券売却損益（△は益） － △28,463

投資有価証券評価損益（△は益） － 31,336

売上債権の増減額（△は増加） 686,052 924,143

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,568,434 1,620,212

仕入債務の増減額（△は減少） △259,286 △142,350

前受金の増減額（△は減少） 1,107,772 333,981

その他 △90,179 △133,900

小計 4,953,225 3,237,962

利息及び配当金の受取額 4,969 3,742

利息の支払額 △38,423 △27,849

法人税等の支払額 △71,635 △146,422

法人税等の還付額 69,251 6,462

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,917,387 3,073,895

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △111,737 △339,233

無形固定資産の取得による支出 △7,170 △12,305

投資有価証券の取得による支出 － △17,042

投資有価証券の売却による収入 － 52,754

貸付けによる支出 △97,000 △24,000

貸付金の回収による収入 2,535 3,974

その他の支出 △42,770 △40,291

その他の収入 59,101 165,941

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,040 △210,203

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,200,000 △2,100,000

長期借入金の返済による支出 △132,564 △242,504

社債の発行による収入 － 485,258

社債の償還による支出 △164,000 △164,000

自己株式の取得による支出 △20 △76

配当金の支払額 △88,665 △89,035

その他の支出 △798 △1,597

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,586,049 △2,111,954

現金及び現金同等物に係る換算差額 △464 △543

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,233,832 751,193

現金及び現金同等物の期首残高 893,238 1,025,813

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,127,071

※
 1,777,006
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 (１)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第

16号　平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する

当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

 これによる損益に与える影響はありません。

 (２)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

【表示方法の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書関係 　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府

令第５号）」の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書関係 　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府

令第５号）」の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１．固定資産の減価償却費の算

定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判定に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経

営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認

められた場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,287,733千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,121,644千円

※２　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と

受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

のうち、受注損失引当金に対応する額は36,524千

円であります。

※２　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と

受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

のうち、受注損失引当金に対応する額は19,720千

円であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 1,163,607千円

賞与引当金繰入額 15,339千円

退職給付費用 35,066千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,909千円

旅費交通費 96,255千円

賃借料 58,092千円

租税公課 58,884千円

減価償却費 73,917千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 1,117,060千円

賞与引当金繰入額 20,091千円

退職給付費用 14,920千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,211千円

旅費交通費 93,304千円

賃借料 52,847千円

租税公課 56,122千円

減価償却費 64,239千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。

 

第２四半期連結会計期間

 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 596,149千円

賞与引当金繰入額 15,339千円

退職給付費用 20,406千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,644千円

旅費交通費 51,541千円

賃借料 29,414千円

租税公課 35,512千円

減価償却費 38,870千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

人件費 545,371千円

賞与引当金繰入額 19,556千円

退職給付費用 7,394千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,293千円

旅費交通費 48,411千円

賃借料 26,093千円

租税公課 34,661千円

減価償却費 34,067千円

　２　当社グループは、事業の性質上第２四半期連結会計

期間に売上高が集中する傾向にあるため、各四半期連結

会計期間の業績には季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,127,071千円

現金及び現金同等物 3,127,071千円
  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,777,006千円

現金及び現金同等物 1,777,006千円

 

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  

平成23年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,499,025

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 358,748

 

 

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

該当事項はありません。

 

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 89,254 12.50平成22年12月31日平成23年３月30日利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動

前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

 

 
環境コンサ
ルタント事
業(千円)

建設コンサ
ルタント事
業(千円)

情報システ
ム事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計(千円)
消去または
全社(千円)

連結
(千円)

売上高        

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,825,2743,885,093212,45255,4628,978,282― 8,978,282

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― 14,79414,794(14,794) ―

計 4,825,2743,885,093212,45270,2578,993,077(14,794)8,978,282

営業利益 780,3611,251,8371,61146,7772,080,5861,2352,081,822

(注) １　事業区分はサービス等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各区分の主なサービス

(1) 環境コンサルタント事業……環境に係る計画、設計、調査、分析、予測評価ならびに気象予報に関する業務

(2) 建設コンサルタント事業……建設に係る企画、計画、設計、調査、解析・評価ならびに施工管理に関する業務

(3) 情報システム事業……………情報システムの構築・保守・運用及び製品開発・販売に関する業務

(4) 不動産事業……………………不動産賃貸に関する業務

 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

 

 
環境コンサ
ルタント事
業(千円)

建設コンサ
ルタント事
業(千円)

情報システ
ム事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計(千円)
消去または
全社(千円)

連結
(千円)

売上高        

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,274,2644,182,669286,842111,05610,854,832― 10,854,832

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,610 1,000 ― 29,61232,222(32,222) ―

計 6,275,8744,183,669286,842140,66910,887,055(32,222)10,854,832

営業利益 701,779914,52820,46695,6161,732,3902,4711,734,862

(注) １　事業区分はサービス等の種類の類似性に基づき区分しております。

２　各区分の主なサービス

(1) 環境コンサルタント事業……環境に係る計画、設計、調査、分析、予測評価ならびに気象予報に関する業務

(2) 建設コンサルタント事業……建設に係る企画、計画、設計、調査、解析・評価ならびに施工管理に関する業務

(3) 情報システム事業……………情報システムの構築・保守・運用及び製品開発・販売に関する業務

(4) 不動産事業……………………不動産賃貸に関する業務
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、サービス別に事業本部及び連結子会社を置き、各事業本部及び連結子会社は取り扱うサービス

について戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業本部及び連結子会社を基礎としたサービス別事業セグメントから構成されており、

「環境コンサルタント事業」、「建設コンサルタント事業」、「情報システム事業」、「不動産事業」の４つを報

告セグメントとしております。

「環境コンサルタント事業」は、環境に係る計画、設計、調査、分析、予測評価並びに気象予報に関する業務、「建

設コンサルタント事業」は、建設に係る企画、計画、設計、調査、解析・評価並びに施工管理に関する業務、「情報シ

ステム事業」は、情報システムの構築・保守・運用に関する業務、「不動産事業」は、不動産賃貸に関する業務を

行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

環境コンサ
ルタント事
業

建設コンサ
ルタント事
業

情報システ
ム事業

不動産事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 5,852,2702,938,108216,88782,6789,089,943― 9,089,943

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

619 ― 150 29,63430,404△30,404 ―

計 5,852,8902,938,108217,037112,3129,120,347△30,4049,089,943

セグメント利益又は損失
(△)

399,252134,408△7,03070,960597,5902,471600,062

(注) １　セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

環境コンサ
ルタント事
業

建設コンサ
ルタント事
業

情報システ
ム事業

不動産事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 4,173,1872,568,264159,85642,7546,944,063― 6,944,063

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

619 ― ― 14,81715,437△15,437 ―

計 4,173,8072,568,264159,85657,5726,959,500△15,4376,944,063

セグメント利益 487,847499,0497,40837,1221,031,4261,2351,032,662

(注) １　セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３

月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

　現金及び預金、受取手形及び営業未収入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい増減が認められます。

 

科目
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,777,0061,777,006 －

(2) 受取手形及び営業未収入金 528,299 528,299 －

（注）金融商品の時価の算定方法

　(1)現金及び預金(2)受取手形及び営業未収入金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当社グループは、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所について、退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積る事ができません。また、一部の建物について、解体時における除去費用に係

る債務を有しておりますが、当該債務に関連する建物の撤去時期が明確でなく、将来解体する予定もないこと

から、資産除去債務を合理的に見積る事ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上して

おりません。

 

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
 

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

  

 1,638.60円

  

 1,609.23円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 159.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 45.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,137,404 322,084

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,137,404 322,084

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,140,405 7,140,365
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第２四半期連結会計期間

 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 215.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 109.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,535,559 783,282

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,535,559 783,282

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,140,384 7,140,352

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年８月11日

いであ株式会社

取締役会  御中

監査法人　和宏事務所

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　髙　　木　　快　　雄　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　嶋　　　　　豊　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているいであ株式

会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、いであ株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年８月11日

いであ株式会社

取締役会  御中

監査法人　和宏事務所

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　髙　　木　　快　　雄　　印

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　嶋　　　　　豊　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているいであ株式

会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、いであ株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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